
１．継続事業の前提に関する注記

　該当なし

２．重要な会計方針

　(1)　有価証券の評価基準及び評価方法

　　その他の有価証券････････期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。

　(2)　固定資産の減価償却の方法

　  固定資産の減価償却は、定額法によっている。

　(3)　引当金の計上基準

 ①　退職給付引当金････期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。

 ②　賞与引当金・・・・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　(4)　消費税等の会計処理

　　消費税の会計処理については、税込み方式によっている。

３．会計方針の変更

　該当なし

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
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６．担保に供している資産

　該当なし

７．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

９．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務

　該当なし

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

　なお、当財団が保有しているその他の有価証券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

11．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。
（単位：円）

交付者

岩手県 年度内精算

岩手県 年度内精算

岩手県 翌年度精算

負担金

11,087,312

0 26,202,000 26,202,000 0

-             

184,140,000

3,935,235,181 4,466,152,175

1,004,909

除却額

2,468,954
251,405　　　什器備品等

　　　建物附属設備 8,955,613
1,988,550

6,486,659

17,333,250

第10回利付国債（30年）＊取得額189,688,400円

平成24年度第1回福岡県債（30年）

平成24年度第1回福岡県債（30年）

第6回静岡県債（30年）

種類及び銘柄

　　　ソフトウェア 11,113,700 5,736,899

437,723,200

220,860,000

14,343,118

18,990,179

（単位：円）

債権の当期末残高

20
その他固定資産
　　　ソフトウェア

第4回東北電力社債 97,820,000 99,620,000 1,800,000

平成24年度第12回愛知県債（30年）

合　　　　計 44,690,218 30,347,100

未収金 18,990,179 0

科　　　目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高

1,004,909

　　　什器備品 5,299,105 5,299,085

9,938,297

104,750,000

191,140,000

第14回東京都公募公債（30年）

神戸市平成25年度第3回公募公債（20年）

補助金

合　　　　計 4,204,844,605

埼玉県債第23回（20年）

補助金等の名称 当期末残高当期増加額前期末残高 当期減少額 貸借対照表上の記載区分

17,125,0000明るい長寿社会づく
り推進事業補助金

一般正味財産

合　計 13,272,671 78,030,377 81,364,751 9,938,297 0

55,162,751 9,938,297 指定正味財産

補助金計 13,272,671

補助金計

0 一般正味財産9,077,000

結婚支援サポートセ
ンター負担金

13,272,671 51,828,377

0

5,376,801

17,125,000

6,245,938

△ 257,413,470

第42回利付国債（30年）

大阪府第11回公募公債（20年）

大阪市第4回公募公債（30年）

587,893,075

215,153,600

108,330,000

546,085,005

-               

200,000,000

ソフトバンクＧ株式会社（第3回無担保社債） 25,000,000 23,670,000 24,145,000 475,000

△ 12,566,600-               

299,460,000

100,000,000

202,255,000

348,510,000

110,668,900

-             

326,670,000

109,224,800

△ 41,808,070

△ 1,460,000

△ 14,680,400200,000,000

100,000,000

524,980,881

229,834,000

109,790,000

△ 7,000,000

△ 1,444,100

△ 21,840,000

1,737,145

0

R5.3.31時価取得価格 R6.3.31時価

18,990,179

（単位：円）

235,780,000

△ 72,000,0001,099,600,000

△ 28,120,000465,843,200

200,000,000

△ 14,840,000

平成24年度第12回愛知県債（30年）

第6回静岡県債（30年） 1,171,600,0001,000,000,000

400,000,000

特定資産

（単位：円）

科　　　目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

△ 14,920,000

評価損益

合　　　　計 18,990,179

介護支援専門員研修
事業補助金

0 9,077,000

51,828,377 55,162,751

埼玉県債第16回（20年）＊取得額100,000,000円 △ 4,750,000

100,000,000

第7回利付国債（40年） -                  186,466,000 △ 2,027,300

△ 14,334,000200,000,000

200,000,000

100,000,000

234,012,000

235,580,000

117,006,000

219,678,000

220,740,000

109,839,000 △ 7,167,000

△ 731,000第77回利付国債（30年）

188,493,300

97,301,000 -                  96,570,000



12．基金及び代替基金の増減額及びその残高

　期末現在、基金及び代替基金の増減額及びその残高はない。

13．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

14．関連当事者との取引の内容

　該当なし

15．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

　該当なし

16．重要な後発事象

　　期末現在、重要な後発事象はない。　期末現在、重要な後発事象はない。

17．その他

　特記事項なし

　特定資産受取利息 215

合　　　　　計 110,488,460

　結婚サポートセンター事業費 55,162,751

（単位：円）

　基本財産受取利息 55,325,494

内　　　容 金　　額

経常収益への振替額


